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2025
夏季セミナー

経済同友会は７月18～19日、第40回夏季セミナーを長野・軽井沢にて開催した。
新浪剛史代表幹事をはじめ、副代表幹事、各委員会委員長などが参加し、
７月20日に実施された参議院選挙における政策論点の分析・提言の場として、
また、わが国が抱える構造的課題や地政学リスクへの対応、民主主義とメディア、
地域共創といった多様なテーマについて、活発な議論を交わした。 （所属・役職は開催時）
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「共助資本主義」で挑む挑む
経済社会「令和モデル」への転換
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新浪代表幹事は冒頭、「『包摂的社会』にしていくことこ
そが、持続的かつ豊かな経済社会に結び付く。共助資本主
義が目指すところは、中間層の底上げと拡大を資本主義の
中で実現していくことではないか」と述べた。次に「令和モ
デル」への転換のために、①日本経済のレジリエンス強化
②地政学的リスクの高まりに対応した外交・安全保障③「政
治改革」の観点から重要政策を述べた。

①については物価高への対応、人手不足への対応、経済
のダイナミズムをつくる、国内投資の拡大、地方創生、社
会保障改革、財政規律の維持の視点から、これまで経済同
友会が提言してきた内容に加えて、特に、賃上げ、外国人
材との共生社会の実現、財源の検討など新たな取り組みに

ついての言及があった。
②については、抑止力の強化、日米同盟、QUAD（日米豪

印戦略対話）や韓国、フィリピンなどとの連携により、戦争
を回避する抑止力向上を訴えた。さらに量子コンピューター
開発のスピードを上げることが必要とし、経営者・企業が
取るべき対応を研究していく機会をつくりたいと述べた。

③については、参議院の活性化について言及した。
これら政策課題は「各政党の政策を具体性、実現可能性

などの観点から評価し、アカデミアとも連携して政策の比
較・評価の精度を高めたい。政策提言に必要なファクト、
データ、インテリジェンスを強化するとともに、メディア
など多様な分野の視点を政策議論に取り入れたい」と語り、
経済同友会のシンクタンク機能の強化に言及した。

経済同友会は、2026年に創立80周年を迎える。包摂的経
済社会をどのように実現させていくか、提案と行動プラン
ができるように、議論していきたい。

基調講演（概要）

「令和モデル」を実現する理念
「共助資本主義」と重要政策

新浪 剛史 代表幹事
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参議院選挙における政策議論全般
参議院選挙における各党の政策について、経済同友会の比較・評価の取り組みを踏まえ、
国家像・将来ビジョン、取り組む課題の優先順位付けなどの観点から総合的に議論した。

経済同友会の取り組み 各党との「PIVOT」対談を配信

松江　経済同友会ではシンクタンク機能の一環として、①
経営者アンケート②各党代表者との政策対談③各党の政策
評価を実施した。経営者アンケートは短期間で200人超の
会員から回答を得た。石破政権の評価については回答者の
約６割が支持を示したが、世論調査では支持率が２～３割
台とされ大きな乖

かい

離
り

が見られる。争点とすべき政策では「国
家ビジョン」「財政健全化」「社会保障改革」「外交・安全保障」
が上位に選ばれ、中長期的な政策テーマを重視する経営者
の意識が表れている。
　各党代表者との政策対談は新浪代表幹事がキャスターと
なり、各党の政策責任者と個別で対談を行った。この様子
はビジネス映像メディア「PIVOT」で配信され、視聴者から
も大きな反響があった。経営者が何を考え、政治とどう向
き合おうとしているのかが伝わったと考える。
　各党の政策評価は①短期・中長期の整合性②実現可能性
③経済同友会提言との合致性を軸に、政治的中立性を保つ
ため点数や記号評価は行わず、定性的な記述による評価と
している。評価からは、国家ビジョンの方法論が不明確で
あること、財源の裏付けが不十分であること、構造改革へ
の踏み込みが不足していることなど三つの共通課題が見え
てきた。本来深く議論されるべき課題である。

若者世代の意識のギャップを謙虚に直視すべき

野田　われわれ経営者は国家ビジョンや財政健全化、外交・
安全保障などの中長期的政策課題に関心を持っているが、
昨今若者から支持を得ている政党は目先の経済的不安に対
応する政策を掲げており、この乖離について謙虚に直視す

る必要がある。また、今回の参院選では環境や気候変動が
争点としてほとんど扱われていないが、将来的にこれらの
問題に対する影響を最も受ける若者が当事者として声を上
げ、社会変革を促す必要がある。
　日本の若者の気候変動への関心は欧州に比べて低く、議
論も少ないが、最も影響を受けるのは彼らであり、同時に
社会を変えられる力を持つ。地球人口100億の時代を見据
え、持続可能な社会のビジョンを真剣に検討すべき時であ
り、政治も原発再稼働などにとどまらず、気候危機の根本
的解決に向けた包括的な議論を展開することが求められる
のではないか。

メディアや経済界の役割を果たす

新芝　国家ビジョンが求められている今、政治は目先の課
題に追われ、本質的な問題に向き合えていない。今回の選
挙では、政治の不安定化や衆愚的傾向が強まる懸念がある。
この状況を健全な方向に修正するには、国民一人ひとりが
正しい政策判断を下せるよう、メディアや経済界が導く必
要がある。政治への不信と無力感が広がる中で、一部の政
党が変革への期待を集めているが、その熱狂が社会を本当
に良い方向に導くのか、冷静な検証が求められる。参議院
の存在意義についても、「良識の府」としての本来の役割を
取り戻す改革に踏み出すべきである。

日本社会に進行する三つの分断リスク

松江　現在の日本社会では、包摂的な経済社会の実現とは
逆行する三つの分断リスクが進行している。所得格差によ
る経済的分断、世代間の分断、政策の時間軸における分断
で、短期のばらまき的対応と中長期の制度設計が接続され

新浪 剛史
代表幹事
サントリーホールディングス
取締役会長

松江 英夫
統合政策委員会／シンクタンク機能検討PT
／経済・財政・金融・社会保障委員会 各委員長
デロイト トーマツ グループ 執行役

新芝 宏之
政治・行政改革委員会 委員長
岡三証券グループ　
取締役社長

野田 由美子
地域共創委員会 委員長
ヴェオリア・ジャパン
取締役会長

モデレーター パネリスト

パネルディスカッション 登壇者の発言  抜粋要旨



2025夏季セミナー

052025 / 8・9  keizai doyu

ておらず、責任ある改革が先送りされている。とりわけ財
源議論の回避やSNS・メディアの影響による政策論争の短
期化が加速している。分断に正面から向き合い、中長期的
視点を取り戻す政治姿勢が求められる。

ばらまき的な政策と
国民の受け止め方のギャップをどのように考えるか

新浪　給付金などのばらまき的な政策に対しては国民の賛
同が少ない印象がある。国民の受け止め方との間には一種
のギャップが存在しているのではないか。
松江　一時的な支援策は短期的には歓迎されるが、継続性
がない政策が繰り返されることで不信感や不安が増す可能
性がある。また、消費税の減税などは短期的な家計支援に
なるものの、財源減少により将来世代への負担増や制度の
持続性についての懸念を残す。国民は施策の中長期的な影
響や財政の持続性、制度設計の妥当性をも評価しようとす
るのではないか。ばらまきに対する冷ややかな反応の背景
には、こうした冷静な視点が存在していると考えられる。
新芝　給付金や減税が切実に求められている層でさえ、強
く賛同しない背景には、政治に対する深い不信と諦念があ
り、「どうせ何も変わらない」という感情が支援政策への支
持を妨げている。新興政党の台頭はこうした信頼の断絶に
入り込み、ストレートなメッセージで代替的な期待を提示
しているからこそ支持を得ている。新興政党は今後の発信
や活動を見極める必要がある。
野田　一時的な給付では将来の不安を解消し得ないことを
国民は直感的に理解している。消費税減税や食料品の軽減
税率への支持が根強い背景には、エンゲル係数の上昇や生
活コストの高騰といった構造的問題に対する深刻な不安が
ある。国民が安心して生活できる持続的な経済社会の仕組
みと、その道筋が求められている。

発言の非対称性と
分断社会における合意形成をどう考えるか

新浪　政権与党は実行責任を伴うため慎重な発言が求めら
れ、野党や政権外の政党は制約がなく、聞こえの良い主張
を自由に掲げられる。このような責任の非対称性が政治の
現場にある。価値観が多様化し共通基盤の形成が難しい社
会では、コンセンサス形成の幅が狭まり、連立政権が増え
ている。だからこそ、論点を明確に示せるリーダーシップ
や新たな合意形成の枠組みが求められている。
野田　発言における責任の非対称性は確かに存在するもの
の、多くの国民、特に若者が政治に関心を持ち、声を上げ
たことは重要である。民主主義の根幹は、自らの問題意識
を社会に反映しようとする姿勢であり、ファクトチェック
の浸透もあり、事実に基づく政策論争が求められる時代に
なってきた。日本では少子高齢化という構造的課題があり、

戦後モデルの再設計が必要な転換点にある。とりわけ東京
一極集中や安全保障環境の変化を考慮し、中央集権制度の
見直しが急務である。政党の枠を超え、世代や立場を超え
た議論が必要であり、国の未来に危機感を持ち、制度と政
策を抜本的に再構築する時機である。
松江　今こそ政党政治そのものをリフレームすべき時期だ
と捉えている。各党の政策評価を通じ、地方分権やエネル
ギー、社会保障など、与野党を超えて共通の問題意識や方
向性が見られた。もはや与党vs野党の対立構図は現実に合っ
ておらず、むしろ政党内のばらつきの方が顕著である。こ
うした状況は、政策を基軸とした政党再編の必要性を示し
ている。現行の選挙制度は30 〜 40年前に設計されたもの
であり、時代にそぐわない構造的矛盾を抱えている。例え
ば、１人区での候補者調整によって保守票が分断されるな
ど、制度上の問題も明白だ。また、既成政党が広範に政策
を展開する一方、新興政党は特定の課題に絞って訴求して
おり、従来の枠組みでは説明が難しい。政党の枠を超えて
政策ごとに連携するアジェンダ連立のような新たな政治モ
デルも検討すべきである。

ポピュリズムの蔓
まん

延と危機意識の欠如がもたらす
「カオス」とどう向き合うか

新浪　日本の政治は耳当たりの良い政策ばかりが支持され
る傾向にあり、財政規律の喪失や衆愚政治が懸念される。
国際情勢は厳しく、喫緊の課題に即応すべきにもかかわら
ず、“Sense of Urgency（危機意識）”が著しく欠けているよ
うに見える。こうした構造的課題にどう向き合い、政治の
枠組みを見直していくべきか。また、現在の「カオス」な状
況は新秩序の胎動か、それとも崩壊の過程なのか。
新芝　意思決定が不可欠な時代であり、平成の政治改革に
よりトップダウン型の統治が導入されたが、近年はその効
果が弱まりつつある。一方で、多様な意見を取り込み過ぎ
た結果、ばらまき的な政策が増えていることに懸念を抱く。
企業経営と同様に、明確なリーダーシップとそれを監視・
検証する野党やメディアの役割が両立することが重要であ
る。制度が形骸化してもガバナンスが機能すれば、ポピュ
リズムへの傾斜に歯止めをかけることが可能だと考える。
野田　米欧と同様に日本でも格差拡大と中間層の衰退が進
行しており、グローバル化の負の影響が顕在化している。
こうした中で、自らの生活に危機感を持った若者が政治に
関心を持ち始めたということがあるだろう。こうした政治
参加の動きが、正しい情報と政策議論に基づいて成熟して
いくことが望まれる。また、政党が政策課題ごとに連携す
るアプローチは理にかなっているが、それに伴い財政規律
が緩むリスクもある。そのため、財政の持続可能性を客観
的に評価する独立財政機関の設置は不可欠だと考える。
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参議院選挙における個別主要政策の争点
選挙戦における個別主要課題の争点に対応する各党の政策について、
具体性や政策としての総合性・整合性、実現可能性の観点から議論した。

物価高対策の王道は持続的な賃上げと構造改革による成長
経済も財政もサスティナビリティが重要

栗原　物価高対策の王道は、持続的な賃上げと構造的施策
による将来の経済成長と税収増だ。短期的な減税や給付金
は、成長戦略が伴わないとむしろ将来世代の負担が増す副
作用の方が大きい。経済の潮目が変わりつつあるときに、
財政悪化懸念から特に日本の金利が上昇していることも懸
念している。
　社会保障については、現役世代の社会保険料負担の軽減
が必要である一方、国民生活を考えた基礎年金の引き上げ
も必要ではないか。給付と負担のあり方、保険料80兆円と
国税・地方税55兆円からなる財源のあり方を、全体で考え
ないといけない。経済も財政も持続可能性が重要だ。

医療費適正化と医療・介護の成長産業化の取り組みを

岩﨑　現在の医療制度は高品質の「ロールスロイス」型だが、
そこまで高品質ではない「プリウス」型でもいいのではない
か。セーフティネットとしての公的保険の再定義が必要で
ある。
　なぜ公的保険が適用されているのか分からない医療もた
くさんある。本会の活動を契機に設立された一般社団法人
EVIDENCE STUDIOがローバリューケアに関する研究を
進めており、効果が低い医療を約50件リストアップしてい
る。また、５種類に分かれて複雑な医療保険制度をシンプ
ルにして、国民が給付と負担の関係を理解できるようにす
ることも必要である。
　さらには、医療・介護を「コスト」ではなく「アセット」と
捉え産業にしていく視点が重要である。50兆円の公的保険
市場に加えて、公的保険制度を支えるためにも50兆円の公
的保険外市場をつくる。すぐに着手できる領域は医療ツー
リズム、再生医療、予防・健康づくりの三つである。

尊厳死や高齢者医療負担のあり方に関する議論が不可欠

　情報リテラシーの差が広がっている。流れてくる情報を
信じて財務省を批判する大規模なデモもあったが、各省庁
はマーケティングを行う体制をつくって対応しなければな
らない。社会保障改革については、尊厳死や高齢者医療負
担のあり方に関する議論は避けて通れない。経営者やマス

●グループディスカッション

経済成長を通じた社会保障制度の立て直しを

　社会保障給付を減らすという議論もあるが、経済成長に
よってパイを大きくすることを考えないといけない。外部
の目を入れることによって、効果が高い施策に投資するフ
レームワークに変える必要がある。さまざまなセクターが
連携し、分断を起こさずに議論していくことも重要である。
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個別主要課題①：物価高対策としての消費税減税と社会保障改革
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農業改革PTにおける政策提言の土台となる論点を提示

山田　2024年夏以降、小売店でのコメ不足が表面化し、店
頭でコメが手に入らない状況が現実に起きた。消費者、と
りわけ子育て世帯にとっては深刻な体験であり、価格高騰
も不安を増幅させた。
　令和のコメ騒動の直接の原因は異常気象による不作だが、
根底には長年続いた減反政策や複雑な流通システム、農業
従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の拡大といった、
農業の構造的な問題が横たわっている。
　各党の公約をAIで分析したテキストマイニング結果では

「所得補償」「大規模化」「農地集約」「備蓄米」といった言葉
が多く見られたが、流通構造の改革や農協制度、財源確保
の具体論に触れている政党は限られていた。
　本セッションは登壇者である外食・流通業界の経営者が
食や農業に直面する課題を共有し、６月に設置された農業
改革PTにおける政策提言の土台となる論点を提示すること

が目的である。

家計への影響とインフレへの実感

吉田　飲食品価格はこの３～４年で平均30％程度上昇して
おり、一般に言われる２～３％の物価上昇率とは乖

かい

離
り

して
いる。特に、子育て世帯などでは食費を削ることが難しい
ため、生活圧迫感が著しい。年収400万～ 800万円の中間
所得層のエンゲル係数も上昇傾向で、可処分所得の減少と
実感インフレが顕在化している。コメ価格の急騰はその象
徴的存在で、日常的に購入するには高過ぎる価格であり、
多くの消費者にとって「手の届かないコメ」となっている。

消費者行動の変化と流通への影響

吉田　飲料市場は21 ～ 24年にかけて、コンビニエンスス
トアのシェアが低下した。これは「お弁当は買うがドリン
クは買わない」という消費者行動の変化を示している。消
費者の購買行動の変化は食品流通や価格形成に大きな影響

山田 メユミ
規制改革委員会 副委員長
アイスタイル 
取締役

髙島 宏平
統合政策委員会／農業改革PT／
共助資本主義の実現委員会 各委員長
オイシックス・ラ・大地 
取締役社長

吉田 直樹
農業改革PT 委員
パン•パシフィック•インターナショナル
ホールディングス 取締役社長CEO

菊地 唯夫
副代表幹事
サービス産業活性化委員会 委員長
農業改革PT 委員
ロイヤルホールディングス 取締役会長

モデレーター パネリスト

パネルディスカッション 登壇者の発言  要旨

コミはこれらの課題と向き合って答えを出さないといけな
い。

消費税減税に対する世論と経営者の考え方のギャップ

　消費税減税に対する世論と経営者の考え方のギャップに
は三つの変数があるのではないか。一つ目は実質所得の低
下やジニ係数の上昇、二つ目は既得権の影響で必要な方に
予算が適切に配分されていないこと、三つ目は財政の中で
の消費税の位置付けに関する認識である。

デフレ脱却の鍵は人材流動化と規制改革を通じた賃上げ

  物価高は厳しいが、賃上げを通じてデフレマインドには
絶対に戻らないようにしないといけない。人手不足を好機
と捉え、高い賃金を払える会社への人材の流動化を促すべ

きだ。そのためには、規制緩和を通じて国内投資を促すこ
とが必要である。

スクラップアンドビルドで医療費の適正化を

　物価高の中、景気を刺激する減税を行うことは政策的に
おかしい。対策としては賃上げが重要だ。例えば従業員に
対する食事補助について、国が上限額（月額3,500円）を見
直すだけでもサラリーマンの所得の増加を実感できるので
はないか。医療については、新薬を保険収載する際には不
要な薬を外すなど、エビデンスに基づいてスクラップアン
ドビルドを行う仕組み、介護については、各自治体が実施
しているフレイル予防について統一的にPDCAを回す仕
組みが必要である。

個別主要課題②：食糧・農業分野における構造的課題
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●フロアとの質疑応答

農地バンク制度と流動化の障壁

農地中間管理機構（農地バンク）制度や人・農地プランな
ど、農地の流動化のための仕組みは整備されているが、十
分機能していない。高齢の農家が「農地を手放さない方が
合理的」と考える背景には、わずかでも耕作していれば補
助金が得られることに加え、宅地などに転用されれば大き
な売却益が得られることへの期待がある。対策としては、
耕作放棄地への課税強化による農地保有コストの引き上げ
などインセンティブ設計の見直しに加え、農地バンクの権
限強化が必要だ。農業委員会、農地バンク、市町村が三重
構造で関与するため制度が複雑化しており、国主導で農地
集約を進める必要がある。

過去の農業改革とその限界

第２次安倍政権下で農業改革の中核を担い、減反政策廃
止や農地中間管理機構の制度化を主導したが、実質的な改
革は進まずにいる。飼料米への補助金制度も３年の時限措
置のはずが継続され、改革の原則が崩れた。

JA改革では組織自体を直接変えようとしたことで抵抗が
強まり、結果的に前進しなかった。本来は生産側の規模拡

を与えており、農業政策や食料供給を議論する際にも、こ
うした実態を踏まえる必要がある。
　さらに将来を見据えると、50年には世界的にタンパク質
の供給が不足すると予測されており、鶏や豚、魚といった
動物性タンパク源への依存が高まる中、日本の農業構造を
どう再構築するかが重要な論点となる。

外食企業が直面したコメ供給危機

菊地　ロイヤルグループ全体で年間約4,000トンのコメを使
用するが、業態ごとに異なる調達ルートを構築している。
24年の価格高騰時には、特にJA・全農系のルートで供給が
滞り、深刻な影響が出た。
　「てんや」ではコメ価格が20kg当たり5,000円程度だった
が、24年２月に一気に上昇して異常な高騰を示した。新米
の流通量が伸びて一時的に価格は落ち着いたが、24年６月
以降再び上昇しており、今後の気象状況次第で25年産米も
再び高騰する懸念がある。一部企業では価格上昇への対応
策として、そばなどの代替メニュー開発、輸入米への切り
替え、多収穫米の導入、政府による備蓄米の買い取り提案
などを検討し、実施している。

「農業政策の抜本改革」への論点提示

菊地　若手の農業経営者と意見交換を実施したところ、彼
らは今後の農業を考える上で「コメに頼らない農業経営」や

「事前の米価変動対策」が必要と述べた。
　また、農地集約化の促進や農業経営体の法人化、設備投
資促進のための金融改革が不可欠との指摘もあった。現在
の農地制度では補助金の多くが「守る農業」を対象としてお
り、「成長する農業」への支援が手薄で、兼業農家と意欲的な
農業法人を分けた戦略設計が必要との見解だ。「政策対象
を誰にするか」「支援をどう選別するか」が最大の課題であ
り、農業政策における戦略的めりはりが求められている。

「担い手不足」ではなく「農家過多」が問題

髙島　担い手不足という言説は誤解であり、米豪に比べて
日本の農家数は多過ぎるのが実態だ。小規模農家が農業者
の大多数を占め、単位面積当たりの収量や生産性も低い。
　稲作の損益分岐点は10ヘクタール程度が目安であり、0.5
～１ヘクタール規模の農家が多数を占める現状では、効率
的な農業経営は困難である。
　主たる収入が農業という主業農家と農業以外の収入が過
半を占める兼業農家との二極化が進んでおり、兼業農家が
コメの６割を生産している。彼らの票田としての政治的存
在感が大きいため、稲作に関する改革は進みにくいという
現状がある。農業政策は数十万規模の兼業農家を温存する
方向から、少数精鋭の主業農家へ支援を集中する方向へ転
換すべきだ。

大に伴ってJAとの関係性も変化し、自然と組織もスリム化
していく流れが理想だった。現状は改革を阻害する構造的
課題を含んでおり、再設計が必要である。

今後の改革方針と決意表明

これまでの農業政策は小規模農家の投票に支えられてい
る政党を中心とする政治構造の中で進められてきたが、新
たに改革派の大臣が登場したことで、改革のチャンスが到
来している。この改革の窓が開いている時間は短いと思わ
れるため、猶予はない。本会農業改革PTとしては、あま
り論点を拡散せず、的を絞った議論・対応を迅速に進めた
い。まずは特に農地の集約に重点を置いて検討を進めてい
く。その際には、改革は放置すれば必ず後退するという問
題意識を共有し、実効性のある政策提言を目指す。
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第１セッション

第１
セッション

第１セッション３

外国人との共生社会～人口１割時代に向けて～
人口減少社会において、経済・社会の持続性の観点から外国人の活躍は不可欠である。

「外国人との共生社会」実現に向けて、各ステークホルダーの視点から言語・文化の違いや人権問題、
労働・生活環境の整備などの幅広い課題と方策を議論した。

「日本が外国人に選ばれる国」となるために

寺田　エッセンシャルワーカー領域では、すでに外国人の
存在が不可欠となっている。国の制度設計や世論形成にお
いては、必ずしも共生の方向と一致しない動きや感情的な
反発が目立つ場面もある。本セッションでは「日本が外国人
に選ばれる国」となるために、①国・自治体・企業の役割
分担②働く環境の整備③生活環境の支援体制といった観点
から、具体的な課題と展望について議論したい。

共生社会実現に向けた制度設計と企業の責任

菊地　経済同友会の「外国人材の活躍促進PT」では「共生
社会の構築」に向けた提言をまとめた。外国人の受け入れ
については治安や社会保障に対する懸念が根強く存在する
が、これは事実に基づかない議論である。外国人比率が
10％を超える社会が到来することを見据え、支援体制を構
築する必要があり、ファクトベースの議論が不可欠である。
国・自治体・企業それぞれが役割を再定義し、制度面・生活
面の両面で支援体制を構築する必要がある。共生社会の定
義を「相互尊重」「包摂的支援」「安全の確保」とし、教育プロ
グラムや司令塔組織の設置、外国人材の活躍促進基本法の
制定などが求められる。

日本は外国人に選ばれなくなるのか？　今後の課題は？
データで見る「外国人イコール治安悪化」の誤解

是川　政治的な誤認識により、これまでの積み重ねた制度
や実績が後退する懸念を抱いている。政策は感情論ではな

く、実証的かつ戦略的に設計されるべきである。「日本は外
国人に選ばれなくなるのか」という問いには、むしろアジ
アの中間層を中心に流入が拡大しており、人的交流を通じ
た経済再生のチャンスと捉えるべきだ。また、「日本は移民
政策を取ってこなかった」という主張は事実に反してお
り、国際人権規約の批准や在留制度の整備を通じて、明確
に労働移民政策を進めてきた。今後は貿易・金融と同様に、
移民政策も国家戦略としての制度設計が求められる。
　1994年以降、在留外国人は約３倍に増えたが、刑法犯の
検挙人員は2005年をピークに３分の１に減少している。犯
罪率も年齢構成を補正すれば日本人とほぼ変わらない水準
だ。「外国人が治安上のリスク」という主張には根拠がない。

現場から見る多文化共生の実態
実態に即した共生社会の制度設計を

鈴木　浜松市長、静岡県知事として長年、共生社会の現場
に携わってきた経験から言えば、日本はすでに「実質的な
移民社会」に移行している。浜松では７割以上の外国人住
民が永住・定住資格を持ち、地域に根付いて生活している。

「不就学ゼロ作戦」や「多文化共生センター」など先進的な取
り組みを実施してきた。今後は育成就労制度や特定技能制
度の拡大により全国各地で定住が進む時代が到来する。

「多文化共生基本法」や「外国人庁」の創設など、国家として
の方針を明確に打ち出すべきであり、現場と制度のねじれ
を早急に是正すべきと強く感じている。
　経験から強調したいのは、日本の外国人政策は「労働力
として受け入れるが、移民とは認めない」という矛盾を抱

寺田 航平
副代表幹事
中堅・中小企業活性化
委員会 委員長
寺田倉庫 取締役社長

菊地 唯夫
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ロイヤルホールディングス 取締役会長

是川 夕
国立社会保障・人口問題研究所
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田代 桂子
副代表幹事
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えており、この曖昧さが制度設計の遅れを招いているとい
うことだ。浜松市や埼玉県川口市では外国人の犯罪率が低
いにもかかわらず、報道などによるイメージが事実と乖

かい

離
り

している。冷静なデータに基づく議論が必要である。
　制度づくりにおいては、外国人を単なる労働者ではなく

「生活者」として位置付ける視点が不可欠である。ドイツの
移民国家への政策転換は大きな示唆を与える。排除や規制
を先行させるのではなく、まず統合の基本方針を明示し、
共生を地域と国家の成長戦略として捉える必要がある。

外国人との共生とDEIの視点とは同じ構造を持つ

田代　社会のDEI推進委員会では主にジェンダーをテーマ
としてきたが、外国人との共生も同様の構造を持っていて、
今後の重要課題であると考える。職場に入っても外国人は
意思決定の場に参画できていない現状があり、真の多様性
にはその関与が不可欠である。私自身も海外赴任の経験が
あり、外国人の立場で暮らすことの難しさを実感してきた。
言語、教育、税務、医療などの課題は外国人が直面してい
る問題そのものである。浜松市や静岡県が実施している支
援策はわれわれが海外で受けた支援と同質であり、日本に
はすでに共生の基盤が整っていると考える。

ナショナルミニマムの水準を国が明示

菊地　浜松市の「不就学ゼロ」など先進的な取り組みには
感銘を受けているが、それが自治体の規模や財政力によっ
て左右される現状には課題がある。共生社会の前提とし
て、「ナショナルミニマム」の水準を国が明確に示すことが
不可欠である。その上で、各自治体が地域事情に応じて施
策を展開するという構造が望ましい。「外国人基本法」の意
義は単に受け入れ数を定めるのではなく、外国人を労働力
ではなく共に支え合う生活者として位置付ける社会的視点
が必要とされている。

基本的人権の保障と制度的支援を明確に区別する

是川　2018年以降、政府もようやく「外国人材の受入れ・共
生のための総合的対応策」の整備に本格的に取り組み始め
た。国際的には「統合政策の初期段階」として評価されつ
つある。共生社会に向けた制度設計を進める上で極めて重
要なのが、基本的人権の保障と制度的支援を明確に区別す
る二層構造の認識である。人権保障は国籍に関係なく全て
の人に等しく認められるべきであり、日本も国際人権規約
の締約国として、この原則を実効的に担保する体制整備が
不可欠である。例えば、「外国人に義務教育は必要か」と
いった発言は人権保障に対する無理解の象徴とも言える。
さらに、在留資格の制限が生活権や労働権といった社会的
権利を実質的に奪う構造にもつながっており、極めて慎重
な対応が求められる。まずこの二層構造の理解こそが制度

設計の出発点である。

外国人を「仲間」として迎え入れる企業の覚悟

菊地　自社では従業員の約９％が外国人で、特定技能１号
による採用が急増している。外国人メンバーを含む「グロー
バルサポートチーム」を立ち上げ、生活支援を内製化して
いる。登録支援機関資格も取得し、日常生活支援も実施し
ている。労働力としてだけでなく「成長を支える仲間」とし
て外国人を受け入れる覚悟が企業には必要だと感じている。
意思決定層への登用には、企業が段階的なキャリアパスを
用意する必要がある。当社では特定技能から２号、さらに
永住・管理職まで視野に入れた構造を整備中だ。
田代　金融機関として外国人が常駐する場面は多くはない
が、来日時の文化研修や家族の教育支援を行っている。特
に教育環境が不十分なために帰国するケースもあり、制度
的サポートが必要だ。キャリアパスや意思決定層への制度
的取り組みは現時点で企業に浸透しておらず今後の課題だ。

自治体間の温度差を乗り越える横展開と制度化の重要性

鈴木　外国人との共生施策は実行段階では市町レベルでの
実施に委ねられるため、自治体間の温度差が避けられない。
静岡県では全市町が参加する「行政経営研究会」で「多文化
共生」を主要テーマに掲げ、先進事例の横展開を進めている。
また企業支援の取り組みとしては、浜松市が導入した「外国
人材活躍宣言事業所」の制度が有効で、外国人向けの教育や
キャリア支援に取り組む企業に対して調達優遇などのイン
センティブを与える仕組みが企業の意識変革を促している。
全国へ展開し、標準化することが今後の課題と考えている。
　「高度外国人材」定着への取り組みとして、地元経済同友
会が「外国人材定着サポート有限責任事業組合」を立ち上
げ、理工系留学生を中小企業に採用・定着させる取り組み
も成果を上げている。企業側にも不安はあったが、実際に
雇用した外国人材は優秀で、組織文化への好影響も確認さ
れている。

外国人労働の制度的変化と制度への影響

是川　2000年代以降は就労ビザや特定技能制度を通じ、企
業の内部労働市場への定着が進んでいる。現在は中間管理
職として働く外国人も増え、教育・キャリア支援制度の整
備が喫緊の課題である。年金制度でも、外国人が脱退して
も企業負担分は国庫に残るため、制度としてはプラスにな
る。「外国人の加入が負担」という認識は誤解である。また、
公的医療保険の使用額は日本人の約３分の１にとどまり、
保険料収入を上回る利用は確認されていない。医療費の負
担になっているという主張は統計的根拠を欠く。
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情報の信頼性と民主主義におけるメディアの役割
フェイクニュースやポピュリズムの拡大により、社会の分断や民主主義の後退が懸念される中、
健全な世論形成に必要な情報の信頼性とメディアの役割について、メディア倫理やSNS時代の選挙と
報道などの観点から議論した。

アテンションエコノミーが情報空間を変質させている
最終的には「人間とは何か」という哲学的な問いに帰着

林　「哲学者との対話PT」の一環として、ポピュリズムの台
頭や社会の分断、民主主義の後退といった状況を踏まえ、
情報の信頼性やメディアの役割、メディア倫理、SNS時代
の選挙と報道のあり方について議論を行う。
　政治・メディア・市民社会の関係性が大きく揺らいでい
る。SNSの普及により誰もが情報を発信できる時代となり、
注目が収益を生む「アテンションエコノミー」が情報空間
を急激に変質させている。その結果、必ずしもファクトに
基づかない情報が社会で大きな影響力を持つようになった。
　民主主義諸国の政治は「切り抜き文化」に迎合する時代
となったのではないか。加えて、フィルターバブルやエコー
チェンバーによって、人々は自身の関心に沿う情報のみに
囲まれ、自分と異なる意見についての想像力を失いつつあ
る。これは人類史上初めて直面する状況ではないか。今後、
どのような社会や民主主義が形成されていくのか。最終的
には「人間とは何か」という哲学的な問いに帰着する。

「自由の狭い回廊」を歩むことは可能か

岩井　情報技術の革新が民主主義の基盤を揺るがしている。
ユヴァル・ノア・ハラリが著書『ネクサス』で指摘したよう
に、情報は真実を伝える手段にとどまらず、秩序や権力の
形成につながるという側面がある。歴史を振り返ると、中
世の欧州では当時発明された印刷技術で出版された本で広
く魔女狩りが煽動され、現代のミャンマーではSNSのアル

ゴリズムが少数民族の迫害を助長した。いずれの例も、人
間は真実を知りたいわけではなく、人とつながったムーブ
メント、感情によって動くことを示唆している。
　日本では、2024年６月の東京都知事選における「石丸現
象」、同年11月兵庫県知事選において、既存メディアへの
信頼の低下、その反面としてSNSや選挙関連動画への関心
の高さがうかがえた。やや古いデータとなるが、2022年の

「エデルマン・トラストバロメーター」では、政府やメディア、
企業に対する国民の信頼度は50％を下回っており、特に若
年層にこの傾向が顕著である。
　冷戦終結後、西洋の普遍的価値の勝利が喧

けん

伝されたが、
その後は新自由主義的な圧力と技術の急激な進展の狭間で
言論空間が変質してきた。ダロン・アセモグルとジェイム
ズ・A・ロビンソンの言う「デジタル専制主義」と「アナー
キー」の間にある「自由の狭い回廊」を、日本を含めた世界
が歩んでいくことの可否が問われている。
　その一方で、オードリー・タンのように、技術革新によっ
て共存の度合いと多様性の限界を広げ、民主主義を進化さ
せるための道を模索する人もいる。自由と民主主義を守っ
ていくための既存メディアやプラットフォーマーの役割、
法的・公的なルール、個人のリテラシーと合わせて、私た
ちの所属する企業の役割についても議論したい。

情報環境の変容と民主主義の危機にどう向き合うか
「情報的な健康」がデジタル時代に重要

山本　アテンションエコノミーとは、インターネットの普
及による情報過多な世界では、私たちに供給される情報量
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委員長
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取締役 副社長

岩井 睦雄
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に対し、私たちが払う「アテンション（関心）」や消費時間が
希少になるため、これが交換財として経済的価値を持って
取引される、という経済モデルである。確かに私たちは有
限のアテンションや時間を「支払って」SNSを利用しており、
ある意味これらは通貨の意味を持つといえる。
　アテンションエコノミーには「無料」でサービスを利用で
きる「功」の部分と、ユーザーが最も反射する「刺激的な」も
のが選択的にレコメンドされるという「罪」の部分がある。
ダニエル・カーネマンによれば、人間の思考の中で「システ
ム１（直感的・反射的）」が集中的に刺激されると、冷静な
熟慮を担う「システム２」は十分に働かない。
　認知神経科学者の下條信輔の言葉では、「“爬

は

虫
ちゅう

類の脳”と
いわれているようなところに特化して刺激が与えられ、そ
れに反応する」という説明となる。「ショート動画」は最も
アテンションを得られるユーザー体験であり、例えば子ど
も向けの教育番組はショート系動画を重ね合わせて作られ
ている。私たちの思考は子どもではなく、実は爬虫類にま
で退行している可能性がある。
　アテンションエコノミーに支配された空間ではより刺激
的な情報が注目を集めるため、既存の報道機関は構造的に
不利な立場に置かれる。民主主義は衰退の一歩をたどるこ
とになる。また、個人としても常に刺激と反射という空間
に置かれることになり、尊厳が脅かされる。この対策とし
て情報を削除するという「引き算」が検討されることにな
るが、これは「表現の自由」を踏まえれば限界があるし、
そもそも構造から変えないとらちが明かない。もし、選挙
期間中に情報を削除すれば、かえって炎上する恐れもある。
　必要なのは、情報リテラシーを基軸とした情報空間（エコ
システム）の根本的な変容だ。「情報的な健康」がデジタル
時代に重要であると考える。今の時代はレコメンドにより、
情報の「偏食」や「暴飲暴食」を強いられているともいえる。
安全なものをバランス良く提供できる存在を評価し、安全
性を確かめて情報を「食べる」ようにできることが大切にな
る。こうした意識が広がれば、良質な情報発信者やプラッ
トフォーマーを市場で適切に評価する構造を作り上げるこ
とになる。
　また、広告主としての企業の役割が重要になる。「情報的
健康」に配慮しないプラットフォームや発信者に経済的利
益を与える責任が問われる。良質なコンテンツのスポンサー
になる企業が評価される市場をつくらなくてはならない。
例えば、SDGsマークのような「情報的健康」マークを推進
していくことが考えられる。企業も含めた情報空間の再構
築が急ぎ求められている。

発信者の自由と収益構造が制御困難な状況を招く

宮澤　日本人が日々利用するITサービスの多くは海外資本
の会社であり、30年来続く広告で収益を上げる仕組みでの

「勝ち組」である。多くのユーザーの注目を集めるための技
術開発に投資が行われてきた。
　当社はインターネット上で個人や報道機関の執筆した記
事を届ける「新聞少年」の役割に徹してきた。一方、当社以
外のプラットフォーマーは初期のユーチューブのモットー
“Broadcast yourself”に代表されるように、「個人の発信力」
の素晴らしさを届ける価値を優先してきた。仮に問題が起
きた場合でも、技術的な解決やSNS内コミュニティによる
自治で乗り切ろうとする傾向がある。生成AIの発展により
問題は複雑化しているが、これも基本的にはAIで制御する
方向で考えている。ただ、実際にはAIの登場で混乱に拍車
をかけており、世界中で解のない状態が続いている。発信
者の自由に任せるプラットフォーマーの構造は制御が極め
て困難である。

情報の規律や透明性の担保を担うのは国家か
民間の自己制御に委ねるべきか

林　SNS、メディアと一くくりで考えられがちだが、プラッ
トフォーマーによって構造や価値観に違いがあることを理
解した。誰が情報の規律や透明性の担保を担うべきか。国
家の関与を強めるべきか、民間の自己制御に委ねるべきか。

社会全体で関与すべき課題
企業は広告主として関与を

山本　政府・企業・市民を含め社会全体が関与すべきという
ことに尽きる。市民にはSNSが無料で使えるからくりや、
アテンションエコノミーの構造を理解する情報リテラシー
の向上が不可欠である。プラットフォーマーのレコメンド
アルゴリズムの透明性確保も必要だ。取得データの一部を
研究者に開放し、EUのように外部の解析機関による検証を
進める仕組みを検討すべきである。これらはプラットフォー
マーが進んで対応できる内容ではないので、政府が一定の
規律を課す必要はある。この透明性を受けて広告主である
企業の関与がなければ、実効性は伴わない。

技術の進展と発信者の自由が摩擦を生む

岩井　メディアは従来型のマスを対象とするものではなく、
技術の進展により個人に細分化して発信をすることが可能
となり、結果としてエコーチェンバーや依存性の問題を顕
在化させている。やっていること自体は昔から変わらない
ものの、影響の範囲と深さが段違いになった。プラット
フォーマーが「発信者の自由」を重視する姿勢は社会の規
範と摩擦を生みやすい。自由は憲法の枠組みによって保障
されるべきであるが、技術が規範を突き抜ける状況に対し
て、法や社会の側はどう対応すべきかが問われている。



132025 / 8・9  keizai doyu

第１セッション

第１
セッション

第１セッション5

地政学リスクを乗り越える外交・安全保障政策
米国の政策などがもたらす不確実性への対応として、今後の目指すべき通商の枠組み、
またエネルギーや食料の自給率向上、自国を守る自立性の確立と東アジアの安定に向けた連携強化など、
総合的な安全保障の強化について議論した。

政府・企業・アカデミアはギャップを超え連携が不可欠

江藤　経済活動と安全保障が不可分となった現代において、
企業経営や国家戦略が直面する経済安全保障と地政学の新潮
流について議論したい。経済効率性を追求する新自由主義、
すなわちグローバル化からの逆流が起こり、各国は「国境線」
を太くする動きに転じ、技術流出・情報漏洩

えい

の防止、サプラ
イチェーンの多様化、パートナーシップの制限に向かってい
る。こうした状況下で、経済安全保障に関し政府・企業・ア
カデミアの視点にはギャップがあるように思えるが、本来は
相互連携が欠かせず、方向性を共有するための長期ビジョン
が必要である。金融、海運、商社、国際政治という多様な視
点から米中対立を基軸とする国際秩序の変容の中で、日本企
業と政府が取るべき戦略や課題を浮き彫りにしていきたい。

「市場で生じるゆがみ」を捉え、リスクへの備えを

三毛　米国の相互関税の影響に関して、実体経済、金融市場、
米ドル調達コストの観点から概観する。実体経済は相互関税の
発動が保留されており、足元で顕著な影響は生じていない。企
業の先行き不透明感は非常に強いものの、成長に向けた投資を
実行する姿勢を堅持している。相互関税が発動・定着した後は
景気減退が避けられず、米国の強硬な政策によっては世界経済
の減速も起こり得る。金融市場は米国政府の動向に極めて敏感
に反応している。このような中、「市場のどこでゆがみが生じて
いるか」を捉える必要がある。現状、米国債の流動性が歴史的
な低水準にあることは米国に対する信認低下を示唆している可
能性がある。また、流動性の低さゆえ、ちょっとしたショック

で市場が大きく動くテールリスクを孕んでいる。市場のボラ
ティリティによって米ドル調達コストが上昇する恐れがあり、
日本の財政にかかわる疑問が増せば、さらに負担増となる可能
性もある。現状、関税に注目が集まっているが、ここに防衛費
増額が加われば、日本国債の格付けにも影響しかねない。その
意味でも、プライマリーバランスの黒字化目標をピン止めする
ことは必須である。関税影響については、価格転嫁が進むと消
費者に負担がかかってくるが、現時点では輸出企業が関税負担
をカバーしているため、まだそこまで顕在化していない。多く
の企業は関税増を予見して在庫を積み上げている状況だと思
う。実際に関税が発動すれば、競合他社との兼ね合いを考えな
がら個々の経営判断が進むと思う。

外航海運の安全確保は官民一体で取り組む必要がある

池田　外航海運では、中国発米国向けコンテナの荷動きは、関
税発動前の駆け込み輸出から発動後の減少へと大きく変動し
た。米中間の緊張緩和を受けて一時的に回復基調にあるが、米
国向け輸出は秋以降、マイナスに転じる見込みである。一方、
ベトナムから米国、中国から欧州向けの荷動きは拡大し、他地
域に販路を求める動向が見られる。海運業界としては、発着地
の変更があっても全体のボリュームが減らない限り、深刻な影
響はない。ただ、関税の影響で世界経済自体が減速すれば、世
界全体の荷物量が減少し、影響は避けられないだろう。直接的
な影響が懸念されるのは、中国船舶の米国への寄港時に特別な
入港料を徴収する方針を示している点だ。背景には衰退した米
国の造船業・海運業の復活と経済安全保障上のデリスキングを
目指す意図がある。しかし、造船分野では現在、中国が圧倒的
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なシェアを握っており、同盟国の日韓の造船能力も大きく後退
していて、米国の方針は短期的には非現実的だが、経済安全保
障の観点では、日本も造船業の再建を真剣に検討すべき局面に
ある。海運業から見た地政学的リスクとして、ホルムズ海峡、
台湾海峡、スエズ運河、パナマ運河といった「チョークポイン
ト」の機能不全がもたらす影響は大きい。

相互関税の衝撃をウェークアップコールと捉える

南部　日本は1980年代に日米構造協議、対米輸出自主規制を
経験した。85年のプラザ合意に伴う急激な円高のインパクトは
現在の相互関税よりもはるかに甚大だった。当社は米国に投資
し、米国のインサイダーとなりつつ、米国では製造できない不
可欠な高付加価値製品に特化する戦略で乗り越えた。相手国市
場の内側に入り、市場をフィールドと読み替え、そこで戦略的
不可欠性を備えることが揃えば、10年単位で見れば十分に成果
が得られる。重要なことは、自由貿易体制が永遠に続くという
常識から脱し、自らにとっての市場をどう組み替えるかであ
る。コモディティの世界で戦うのか、付加価値商品の世界で生
きるのかが問われている。日本は比較的、高付加価値商品寄り
だが、あらためてウェークアップコールを受けている。

関税問題を打開し、本来の日米協力分野を進めるには

川井　今回は日韓など同盟国にも国際緊急経済権限法（IEEPA）
が適用されているのが極めて異例だ。最終的な最高裁判決は来
年の中間選挙の頃までかかる可能性が高く、仮にその結果
IEEPAが使えなくても、トランプ陣営は他の方法で関税措置
を継続する構えだろう。さらに、米国側は通商・財務・投資を担
う政権内の足並みが揃わず、交渉の一貫性が欠如している問題
もある。関税問題の停滞は、AIや経済安全保障など本来の日米
協力の妨げとなる。こうした局面の打開にはリーダー同士、つ
まり石破首相とトランプ氏の直接対話しかないと考えている。
早期にこの問題を解決し、日米・QUAD・日米韓などの多国間
連携の未来へ議論を進める必要がある。

次世代の国際秩序や負担のあり方を日本がリードすべき

三毛　日本はエネルギー・食料・デジタルという経済安全保障
にもかかわる重要分野で構造的赤字が続いている。この分野の
競争力を高め、関連産業を育成していくため、金融機関として
融資などを通じて長期的に支援することが、日本経済の活性化
に向けた道筋になると考える。日本が守るべきものは個々の産
業以上に自由貿易体制だ。世界経済をけん引してきたのはグロー
バルな自由貿易にほかならず、それが今回の関税問題で崩れる
ようなことになれば、世界経済の失速リスクは計り知れない。
米国が基軸通貨国として担ってきた役割には、構造的な双子の
赤字が伴っており、世界各国はそこから恩恵を受けてきた。そ
の維持が次第に困難になってきている。関税だけでなく、「自由
貿易と安全保障の恩恵に誰がどう応分にコストを負担するか」

という大きな視点での議論が必要だ。日本こそが次世代の国際
秩序や負担のあり方を米国と共にリードしていくべきだ。

米中の狭間で、経営者は自らの航路を探る

池田　中国を訪れるたびに、中国の勢いに圧倒される。私た
ち世代は、中国と言えば自転車と人民服のイメージが強かっ
たが、今では明らかに「日本は負けている」と感じる部分が多
くある。中国が優れているところはしっかりと認め、そこか
ら学び、いかに活用するか、という視点が重要だ。日本が内
向き化し、「ジャパン・ファースト」に陥ることに危機感があ
る。また、米国か中国かという二元論的な発想もあるが、そ
れは無理だと言いたい。日本が米国の体制に組み込まれてい
る現実もあり、米国の国益に沿っていく必要はあるが、中国
との経済的な結び付きは不可欠なものだ。だからこそ、岩礁
だらけの狭い航路でもスムーズに進んでいく複雑な舵取りが
求められる。産業や企業によって、中国との向き合い方や立
ち位置は異なるはずなので、最終的にはそれぞれの経営者が
自分の頭で考え、最適なバランスを判断するしかない。

日米中の力学を見据えた技術と人材の戦略的育成が重要

南部　中国は2001年のWTO加盟にあたり、将来的な関税の
引き下げや市場開放を約束しながら、最終的には自国産業を
保護し、勝者になった。自由貿易を追求することが理想だが、
国際社会の現実として各国の国益がある。これにしたたかに
対応するため、日本としては中長期的に活用できる技術を育
み、それを支える人材を官民学で育成しなければならない。
同時に、中国の市場規模は大きく、PoC（概念実証）の場とし
ても魅力的だ。自国の強さを守りながら相手のそうした部分
を活用し、協働する方法を考えることが大切だ。米国との関
係においては、安全保障という大きな枠組みがある以上、
DARPA＊1のようなインキュベーションシステムなども忌避す
ることなく活用し、国内に戦略的に技術・人材を循環させる仕
組みを実装することが重要となる。

日本の技術的強みを活かした戦略的不可欠性を構築

川井　QUADやAUKUSなどの国際枠組みに戦略的にどう関与
していくかが問われる。先端技術分野において教育は重要な一
要素だが、QUADフェローシップ＊2が停止されたことを懸念
している。内閣府調査によると、日本はマイクロエレクトロニ
クスや材料素材分野に強みがある一方、ソフトウエア分野では
著しく遅れている。日本なしには成り立たない技術、他国が日
本に依存せざるを得ない技術の幅と濃度を拡充していくこと
が急務だ。防衛装備庁内に創設されたDARPA型の防衛イノ
ベーション科学技術研究所は、予算の確保・配分、大学連携が
今後の鍵となる。日本の一部のトップ大学が参加に二の足を踏
んでいるが、このスタンスが変わらない限り、科学技術力が国
家戦略と結び付かない。

＊1   米国防総省国防高等研究計画局。インターネットやGPSなどを生み出すなど革新的な技術開発を促進する
＊2   米国でSTEMを学ぶ大学院生を支援する奨学金制度



152025 / 8・9  keizai doyu

第１セッション

第１
セッション

第１セッション６

地域が稼ぐ時代へ：令和の地域共創
地域が自らの創意と責任で稼ぎ競い合う中で成長する、新しい地域共創のモデル構築に向けた仕組みや
地方税財政制度の改革などを議論した。

新たな地域共創モデルと地域運営に不可欠な税財政制度

杉田　「地域創生」をテーマに、地域が主体的に未来を切り
開くための要件を探る。焦点の一つは官民連携を軸とした
新たな地域共創モデルの構築、もう一つは自立的な地域運
営に不可欠な税財政制度のあり方である。

持続可能性を支える広域連携と共創型の地域経営

佐藤　現在、自治体が直面する最大の課題は「人材不足」で
ある。人口減少に伴い、行政サービスのニーズは多様化・高
度化しており、対応できる専門人材、特にデジタルや官民
連携に対応できる職員が圧倒的に不足している。日本の地
方分権は2000年に本格化したが、市町村が分権の受け皿と
なっていて、小規模自治体でも大都市と同じ行政サービス
を提供していることから、制度の持続可能性に限界が見え
つつある。これに対応するため、広域連携や都道府県の役割
強化が重要である。すでに一部では事務委託、共同事業体、
水道やごみ処理の連携などが実施されており、制度的な「器」
はある。今後はその活用と拡大が求められる。併せて官と
民、市町村と都道府県の壁を取り払い、共創型の地域経営
へ転換することが持続可能な地域の実現には不可欠である。

地方の危機に立ち向かう前橋のまちづくり

田中　群馬県前橋市で10年以上にわたり地域創生活動を続
けてきた。かつて同県は魅力度・幸福度ともに全国最下位
で、前橋市も評価が低かった。根本の課題は人口減少と経
済の衰退であり、少子高齢化や若者流出により人材が減り、

事業承継・インフラ・財政も厳しい状況にある。これらは
行政だけでは解決できず、民間の積極的な関与が不可欠で
ある。自身は「一般社団法人太陽の会」を設立し、企業や
個人からの無償資金でまちづくりや起業支援を推進してい
る。現在65会員が参画し、民間主導で長期的に持続可能
な地域の価値向上に取り組んでいる。また、教育改革やデ
ジタル基盤整備、大規模開発も進行中である。

地域主導・現場発の行政運営への転換を進めている

中村　かつての地方自治体は国の政策を選択実行する「メ
ニュー選択型行政」が主流であり、現状維持が基本姿勢で
あった。愛媛県では職員の意識改革や組織体制の見直しを
進め、管理職登用に立候補制と選抜試験を導入した。特に
デジタル戦略に注力し、実装検証により全国から企業誘致
にも成功している。空き家の無人民泊活用や若手向けの創
業支援研修による起業創出、商社的手法での県産品販路拡
大も実績を上げている。今後は企画段階から官民共創で政
策などを創り上げる「政策エコシステム」の構築を進め、県
庁内に共創拠点も設置予定である。地域主導・現場発の行
政運営への転換が着実に進んでいる。

自治体の戦略転換と官民連携による地域自立

伊達　人口減少が進む中、自治体は住民確保のために行政
サービスを競い合っているが、財源の制約から限界が見え
ている。地方の自立には広域経済圏の構築や新たな地域行
政モデルの創出が不可欠である。かつて地方都市は東京を
模倣して都市化を進めたが、画一的で魅力に欠け、若者の

杉田 浩章
地域共創委員会 副委員長
ボストン コンサルティング グループ
シニア・アドバイザー
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要であり、その原資として宿泊税の活用が鍵を握る。

地方創生に必要な税財政改革と共創モデルとは

杉田　観光を軸に地域創生を進めるには、将来ビジョンに
基づいた計画と紐づく財源確保が不可欠だ。その財源を活
用し、人を引きつける新しい暮らし方を実現するためには、
官民の連携が極めて重要になる。特に地方税財政制度の抜
本的改革が必要とされ、どの点を議論の焦点とするかが問
われている。財源設計と制度改革における重要ポイントを
問いたい。

危機を地方が自立するための転換点に

佐藤　かつて地方自治体は国の政策を実行する「手足」とさ
れ、地方交付税によって財源が保障されてきた。小規模自
治体ほど手厚く配分される仕組みで、自立を促す動きが生
まれにくい構造が形成されている。また、地方創生推進交
付金も実態は困窮自治体へのばらまきに近く、自走を促す
効果には乏しい。国は「自立支援」を掲げつつ、実際は「保
護」の姿勢が強く、自治体の自主性を阻害してきた。今後、
国の財政余力が低下する中で、現状のままでは地方の持続
可能性は揺らぐ。むしろこの危機を契機に地方が自ら構想
を描き、行動に移す必要がある。「危機は人を変える」という
認識の下で主体的な転換が求められている。

地方から吸い上げられる構造を変えるには

田中　現在の仕組みでは、東京に本社を置く企業が全国で
稼いだ利益を本社所在地に集中させており、地方で支払わ
れたお金が東京に流れる構造となっている。これは地方に
とって搾取に近いともいえる状況である。
　企業版ふるさと納税においても、自分の地域に使ってほ
しいという意思があっても、制度上それが難しく活用しづ
らい現実がある。返礼品を目的とした個人版ふるさと納税
についても、本来の寄付の趣旨が薄れている。全体的に見
直しが必要だと考える。

真の地方分権に向けた税財政改革と制度見直しの必要性

中村　地方分権の理想は、国が基幹分野に専念し、地域の
ことは地方が担う構造にある。現状は制度も能力も過渡期
にある。地方交付税交付金や地方創生推進交付金は暫定措
置であり、地方の政策力向上が求められる。一方で、短期
的利益を競う「ばらまき政治」が横行し、特に財政力のあ
る東京都の影響が全国に波及している。子育て支援などの
基礎的支出は国が一律に担うべきで、地方は創造的政策に
集中できる体制が必要だ。企業版ふるさと納税も単年度処
理に限界があり、中長期的参画が可能な仕組み作りが重要
である。自治体の単年度会計も将来投資を阻むため、基金
化など柔軟な財政運用が必要とされている。

関心を引くことが難しくなっている。このような背景から、
産業とまちづくりを一体として捉える「トータルソリュー
ション」が求められる。愛媛県のように数値に基づく戦略
的運営を行う自治体は企業的ともいえ、多くの自治体が抱
える戦略不在の課題に対して示唆を与えている。

官民連携による政策力の強化を

杉田　政策立案能力の向上は喫緊の課題であり、民間の視
点や経験もその過程で重要となる。官民がビジョンを共有
し協働することで、より実効性のある政策が可能となる。
中村知事や田中氏が進めてきた取り組みをもう少し深掘り
したい。

公務員の力を引き出す環境づくり

中村　公務員は極めて優秀で、期限や指示に対しては確実
に成果を出す能力を持っている。一方で、創造性や新しい
アイデアの創出に関しては民間の方が強みを持つと感じて
いた。その差を埋めるためには、創造性を育む「きっかけ」
や「環境」が必要であり、時間はかかるが継続的な取り組み
により職員からも自発的にアイデアが出るようになった。
首長の役割は実現性あるビジョンや政策理念を明確に持ち、
公約として示すことにある。自由で楽しい環境の中で職員
の主体性を引き出せば、組織全体の政策立案力は格段に高
まると確信している。

官民連携による持続可能な地域創生の条件

田中　地域には多様な人材と視点が存在し、行政が民間の
発想や経験を柔軟に取り入れることが真の地域力を高める
鍵である。地方交付税交付金制度は使途が不透明で、政策
立案力に乏しい自治体では十分に活用できているとはいえ
ない。「成長に資する挑戦」に重点を置いた地方創生2.0への
転換が求められている。交付金は、官民共創による未来志
向の制度設計に基づき、失敗も許容される柔軟な仕組みで
あることが望ましい。過去の補助金活用の失敗から行政側
には根強い民間不信があり、この壁を越えるには、民間が
無償で継続的な支援を通じて信頼を構築することが前提と
なる。行政側も補助金目的の不誠実な民間事業者を見極め
る目利き力とリスク判断力を高める必要がある。

宿泊税を活用した観光地再生と地域活性化

伊達　観光戦略を担う人材確保には安定的な財源が必要で
ある。そこで、自主財源として宿泊税の導入が有効とされ、
国による制度化が望まれている。定率制の宿泊税は安定し
た税収が見込まれ、24年には1,000億円超が期待されるが、

「何に使うのか」という明確な戦略が不可欠である。
　地方の観光地は老朽化が進み、再生が急務となっている。
観光振興には民間だけでなく行政も一体となった投資が必
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共助資本主義―挑戦と包摂が両立した社会の実現
コミュニティで助け合う包摂性と成長への果敢な挑戦が両立する社会をいかに実現するか。
また、そうした社会において企業価値を向上し、成長の果実を包摂的社会の維持に活かす経営について
議論した。

いかに共助資本主義実現に取り組むか

井上　共助資本主義を実現するために求められる企業経営
とは何かについて議論を行う。
　米国社会の分断は他人事ではなく日本においても収奪的
社会のリスクが高まるのではないか。包摂的社会をつくり、
誰もが失敗を恐れず、イノベーションを生み出せる社会を
つくる必要がある。それを実現する理念が共助資本主義で
ある。そして、経済成長なくして原資は出てこない。経済
成長の果実を活かすことが必要だ。共助資本主義は新しい
コンセプトである。どう捉えているのか、どのような活動
に取り組んでいるのかを伺いたい。

社会課題の解決をビジネス化することが
「共助経営」のチャレンジ

髙島　共助資本主義が必要な背景について、私は切羽詰まっ
ていると感じており、日本にもすでに分断社会は到来して
いると思う。ソーシャルメディアのフェイクニュースの議
論があったが、右派・左派ではなく反権力、反エリート、反
グローバリズムなどの点で一致し、社会の中で無視できな
いほど声が大きくなっている。
　資本主義が社会で存在することが許されないと、企業が
経済活動を継続できなくなる。われわれは経済活動と社会
活動の両立を急ぎ進めないといけない。その上で、共助資
本主義における経営、すなわち共助経営を考えると、利益
を罪滅ぼしのように使う従来のメセナ活動のような社会活
動のフェーズを越えて、社会課題を解くことでビジネスチャ

ンスをつかむことがチャレンジであると捉えている。ただ、
利益を社会に還元している企業は儲けている企業がほとん
どだ。社会課題に寄り添い、ビジネス化するという逆回転
をわれわれが提示できるかがチャレンジである。

共助資本主義の本質はチームワーク

玉塚　共助資本主義の考え方は時代に合致している。価値
観が多様化し社会の分断が進む中で、政治はポピュリズム
の方向に進まざるを得ない。難しい課題にメスを入れるこ
とを国政には期待できないだろう。社会保障、格差、地方
創生の問題などがあるが、企業は特定の業界やエリアで社
会課題に携われることになる。共助資本主義はチームワー
クだ。大企業、NPO、自治体が得意とする領域があり、
チームを組み、社会課題を具体的に解決することが求めら
れている。
　ロッテでは口腔の健康を出発点として事業を行っている。
口腔の健康と認知症などの病気との因果関係が指摘されて
いる。人工透析は月に40万～ 50万円程度の医療費がかかる
が、国内には約35万人の患者がいるので1.8兆円の医療費に
なる。社会保障領域では未病や予防で企業と医療従事者、
NPOなどが協力し、具体的な事例を作り、ムーブメントを
生み出せるとよい。日本人はチームワークが得意な国民性
を持っていると思う。チームワークで社会課題を解くこと
が必要とされている。

パーパスをプロフィットに

山口　企業はなぜ存在するのかを考えてみたい。私は、松
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どが参加いただくことがよいのだろう。スタートアップ推
進総合委員会でもさまざまな提言を出しているが、行政な
ど多様な方に入ってもらうことで提言の実現を図りたい。
マネーフォワードでは社会を前に進めることを目指してい
る。
　パーパスとは社会課題解決であり、各社でパーパスを掲
げていると思う。当社はベンチャー企業の中で働きがいの
ある企業と評価されているが、社員が本当にやる気になる
社内の仕組みをどう作るかが重要だ。当社も投資家からは
怒られることもあるが、経済的合理性があるだけでは社員
は燃え上がらない。ミッションやパーパスにはつながるが、
利益につながりにくいテーマであっても、NPOなどと組ん
で進めることは社員もやる気になる。

下幸之助氏の言葉である「事業を通じて社会に貢献すると
いう使命を遂行し、その報酬として社会から与えられるも
のが利益である」に共感する。利益は社会に貢献した証で
ある。企業だけではなく、社会全体の利益や持続可能性を
高めるにはどうするのかが問われる。そのために企業では
パーパスを定義し、その実現のため稼ぐ力を向上させるこ
と、ポートフォリオを最適化し続けることが大事だ。何の
ために働いているのか、パーパスを起点に見失わないよう
にすることが求められる。企業変革委員会の議論ではパー
パスをプロフィットに、ということが継続的に指摘された。

経済合理性だけでは社員は動かない

辻　包摂と言うからには、この場にNPOやメディアの方な

のゆがみ・痛みを解決するかが重要である。本会の取り組
みにおいてもNPOとのマッチングは有用であり、考え方を
テンプレート化するなどし、それに基づきレポーティング
し、スコアリングするような仕組みも考えられる。連携を
提供するような仕組みができれば、社会課題解決と企業の
パーパスをつなげて共助に活かせるのではないか。

出捐金を活用しソーシャルセクターへの資金の流れを作る

５年前の数字であるが、日本の法人寄付は6,400億円程度、
個人寄付は１兆2,200億円程度で、法人寄付は個人寄付の
半分程度だ。共助資本主義の実現委員会では、どのように
法人寄付を伸ばすかを検討している。企業としては法人寄
付で損益計算書を傷めることがハードルになっているとの
話もある。

これに対し、出捐金は財務上融資と同じであり、損益計
算書を傷めることなく扱える。徳島県の神山まるごと高専
の例では、出捐金を15年間で拠出してもらい、両者合意し
たときのみ返還するとされている。出捐金を受け取る基金
のような社団法人をつくりたいと考えている。出捐金で得
られた資金を、融資を受けてでも社会課題を解決したいと
考えるNPOに提供する。共助資本主義の実現委員会で議論
しているので、まとまれば幹事会で報告したい。また、企
業版ふるさと納税は９割を損金算入できる制度である。寄
付先に社員を送り、その人件費を寄付で賄うことも可能だ。

コンセプチュアルな議論は哲学者との対話PTで進める

　共助資本主義の提言作成の際には、アダム・スミスが述
べている共感をベースにしながら、「共助資本主義」という
言葉を作った。今年から始める哲学者との対話PTでは、
公益資本主義と共助資本主義の違いなどコンセプチュアル
な側面についても検討する。

●グループディスカッション（抜粋）

リーダーはサイレントマジョリティーを信じて
共助資本主義の実現を

　企業が共助資本主義を実現するためにさまざまなことに
取り組んでいるが、中には株主から稼ぐようにプレッシャー
を受ける場合もある。それはノイジーマイノリティーであ
る。マイノリティーを拡張するツールがSNSであると思う。
ノイジーマイノリティーにリーダーが付き合わざるを得ず、
新しいことをできないのが日本の現状だ。まともな人はサ
イレントマジョリティーだ。リーダーはサイレントマジョ
リティーを信じて共助資本主義を実現するためにチャレン
ジできるかが問われている。ノイジーマイノリティーを拡
張するツールが使われることは不可逆だが、どう対応すべ
きなのだろうか。

ソーシャルインパクトを見える化し統合報告書に掲載

共助資本主義の実現委員会には、企業がソーシャルイン
パクトを見える化し、統合報告書に入れるフォーマットを
検討する分科会があり、検討を進めている。例えば、エー
ザイなどには素晴らしい事例がある。しかし、グローバルで
もまだ基準ができていない。統合報告書に出している企業
は10社程度あるが、良いインパクトしか載せていない。フェ
アではないとの指摘もある。取り組んでいることがしっか
りと伝わるように、共通のフォーマットを提案したい。企
業向けの共助経営ガイダンスのアップデートも考えている
ので、それも使っていただきたい。

連携を提供する仕組みの構築を

稼いだものを還元することは正しくもあるが、間違って
もいる。社会への還元の仕方は主に二つあり、個人として
還元することもあるが、本業そのもので還元することもあ
る。本質的な問題解決につながっているか、またビジネス


